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ドナルド・トランプ政権は、2017年12月に発表した「国家安全保障戦
略」（2017年版NSS）において、米国が政治的、経済的、軍事的競争に
立ち向かっていくという世界観を示した。そこでは、米国が対峙する挑
戦者として中国や北朝鮮が、ロシアやイラン、国際テロ組織とともに挙
げられた。今日、中国に対する厳しい認識はさらに拡大しており、トラ
ンプ政権は軍事的分野だけでなく経済的、社会的分野において中国に対
する競争的姿勢を強めている。その一方、依然として核・ミサイル開発
を継続する北朝鮮に対しては、当初の緊張関係から米朝首脳会談が開催
されるまで関係が改善したものの、「北朝鮮の完全な非核化」に向けて
具体的な進展がみられるまでには至っていない。

トランプ政権では、2018年1月の「国家防衛戦略」（NDS）の中で中
国およびロシアとの「長期的な戦略的競争」を最優先課題としたことに
伴い、大国間競争時代に適した戦力の在り方、とりわけ近代化を含む戦
力の能力強化を重視していく方針を示している。2020会計年度国防予算
要求（以下、会計年度はFYと示す）では、宇宙・サイバー分野をはじ
めNDSが提示した強化能力項目へ重点的に投資しようとする姿勢がみ
られた。他方、陸軍や海軍はトランプ政権発足以降、戦力規模の回復な
いし拡大に取り組んできており、戦力の質的な能力強化に向けた努力も
見られるものの、その展開には引き続き注視が必要である。

また米国では、大国間競争時代においては前方の基地施設やそのほか
の軍事アセットが有事の際に激しい戦闘環境下に置かれることを前提と
し、「プレゼンスのためのプレゼンス」ではない実効的な前方戦力の構
築が必要との認識がある。これに基づき米軍は、脅威圏内で迅速に部隊
を展開して敵の作戦・戦術上のジレンマを創出しようとする構想を西太
平洋において検証している。
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１　トランプ政権のインド太平洋政策	 ◢
（１）安全保障関係における対中関係の動向

ドナルド・トランプ政権では中国に対する対立的、競争的な認識が広
がっている。2017年版NSSでは、中国が「米国の価値観や利益と全く
反対の世界を形成しようとして」おり、インド太平洋地域を自国の望む
ような秩序につくり変えようとする「戦略的な競争相手」として位置付
けている1。

2019年6月に発表された「インド太平洋戦略報告書」は、中国自らが
経済的利益を享受してきた、ルールに基づいた国際秩序の価値観や原則
を弱体化させていると批判的な認識を示している。中国の目的について
は、経済的・軍事的優位の確立を継続させながら「短期的にはインド太
平洋の地域的覇権を、長期的にはグローバルな優位性を最終目標として
追求している」という評価を下している2。

同報告書は、中国の懸念される行動として、具体的に、①国内のイス
ラム教徒に対する差別的扱いを強めていること、②米国をはじめ他の国々
の企業秘密・技術情報をサイバー犯罪により窃取していること、③南シ
ナ海のスプラトリー諸島に対艦巡航ミサイルや地対空ミサイルを配備し、
準軍事組織を展開させ軍事化していること、④継続する軍事的能力の向
上および事故につながりかねない危険な軍の行動、⑤グレーゾーンにお
ける経済的手段を含む非軍事的
な手段の強制的な使用、を挙げ
ている3。

ここで注目されるのは、自国
の意図に沿うように他の国々の
行動を変える手段として、中国
が経済的な手段や対象国世論の
形成に影響を与えることを目指
したさまざまな手段を追求して
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いることに対する懸念が、トランプ政権において強まっていることであ
ろう。「インド太平洋戦略報告書」は、中国が「経済的誘因、懲罰、感
化活動を、軍事的脅威もにじませながら、他の国が中国の意図に沿うよ
う説得する手段として使用している」と指摘している4。この問題は、
2019年5月に発表された「2019年年次議会報告書：中華人民共和国の軍
事・安全保障の展開」（中国軍事報告書）においても指摘されている5。

2019年10月24日、ウィルソンセンターで演説したマイケル・ペンス副
大統領は、中国を米国にとって戦略的・経済的なライバルであると位置
付け、中国の軍事拡張主義、「債務の罠」と評される外交姿勢、中国国
内における宗教的弾圧、少数民族の監視体制の強化を含む監視国家の建
設と監視技術の海外移転、自由で公正な貿易に反する多くの政策が「米
国の利益と価値観を損ねる」と批判した6。

具体的な問題点として、中国による知的財産の窃取や中国において民
間企業の技術を強制的に軍へ移転する形での軍民技術融合が挙げられて
おり、「知的財産や市民のプライバシー、国家安全保障を守るために、『通
信機器企業である』ファーウェイやZTEなどの中国企業の違法行為を
抑えるべく強い措置を実施」するとペンス副大統領は述べた。

さらに、中国共産党が「米企業、映画スタジオ、大学、シンクタンク、
学者、ジャーナリスト、地方自治体・州・連邦政府職員に対して報奨を
与えたり強要したりして」、米国の公共の議論に影響を与えようとして
いる点も指摘された。この米国世論に影響を与えようという中国の動き
については、2018年10月3日にハドソン研究所で行った演説で、ペンス
副大統領が、中国は米国の政策や政治だけでなく、「その経済的な力や、
巨大な市場という魅力を利用して米国企業に対する影響力を伸張させる」
取り組みを追求しているとの強い警戒感を示していた7。

また、中国による南シナ海の不法な人工島造成や軍事化、海上民兵の
展開、尖閣諸島周辺海域への中国海警局船舶の侵入といった軍事的行動
が「以前にも増して挑発的である」と批判した。

中国に対する厳しい認識は、米中間の政策協議枠組みや両国間の軍事
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交流にも影を落としている。オ
バマ政権において包括的な実務
者協議枠組みであった戦略・経
済対話に代わり、トランプ政権
で は ① 外 交・ 安 全 保 障 対 話

（D&SD）、②包括的経済対話、
③法執行・サイバー安全保障対
話、④社会・文化問題対話とい
う枠組みが創設された。2017年
にはこれらすべての協議が開催
されたが、2018年にはD&SDが1回開催だけにとどまり、2019年にはい
ずれの協議も開催されなかった8。軍事交流については、トランプ政権は、
高官レベルでの相互訪問、政策対話といった中国との2国間軍事交流を
通じて、国際危機の予防や実際に発生した場合の管理・対処に必要とな
る手続きを構築・強化していくことを目指している9。ただし、2016年に
30件行われた交流案件は、2017年に19件、2018年に14件、2019年には12
件へと減少傾向にある10。

トランプ政権では、台湾との関係も強化されている。「インド太平洋
戦略報告書」では、重要なパートナーとしてシンガポール、ニュージー
ランド、モンゴルとともに台湾を挙げ、米国が「ルールに基づいた国際
秩序を維持することに極めて重要な利益を有しており、その秩序には強
力で繁栄し民主的な台湾を含む」とし、台湾との関係を強化し台湾関係
法を着実に履行していくことが明示された11。

さらに、中国が台湾統一に向けた軍事力使用という選択肢を放棄せず
最新の能力を開発・配備していることを踏まえ、米国としては、「台湾
が安全で自信を持ち、強制されることなく、平和的かつ建設的に自身の
考えに基づいて大陸と関わっていけることを確保すること」を目的とし
て、台湾への武器売却を継続する姿勢が示されている。実際、トランプ
政権は2019年12月末の時点で台湾に対して11件の対外有償軍事援助を

南シナ海に展開する米空母ロナルド・レーガン
（U.S. Navy photo by Mass Communication 
Specialist 2nd Class Kaila V. Peters）
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行っており、2019年では、4月にF-16パイロットの訓練、整備・兵站支援、
7月には108両のM1A2Tエイブラムス戦車、対空ミサイル、8月には
F-16C/Dブロック70戦闘機66機売却などの計4件が議会に通告されて
いる12。

（２）北朝鮮核問題への対応
依然として核・ミサイル開発を継続する北朝鮮に対して、トランプ政

権は「北朝鮮の完全な非核化」という目標を維持している。政権発足当
初は、国連や米国による経済制裁の強化により北朝鮮の非核化を目指す
という「最大限の圧力」政策を掲げていた。それは、「戦略的忍耐」戦
略と呼称されたバラク・オバマ政権の対北朝鮮政策と同じ方向性であっ
たが、北朝鮮に対する中国の外交的・経済的圧力を重視していた点や、
武力行使の可能性を排除しないという点が特徴的であった。

そこで重視されていたのが経済的圧力であり、国連による制裁と米国
独自の制裁を柱として追求されてきた。国連による制裁は、北朝鮮が実
施した最初の核実験を受けて2006年10月に採択された国連安保理決議第
1718号を皮切りに、度重なる核実験や弾道ミサイル実験を背景に、2017
年12月に採択された決議第2397号まで、10回採択されてきた。この国連
制裁レジームにより、北朝鮮は核・ミサイル関連物品の供給および調達
やあらゆる武器移転が禁止されたほか、制裁対象となる個人・団体の資
産凍結、北朝鮮の船舶や航空機、禁制品を積んでいる疑いのある船舶や
航空機の入港、離着陸の禁止、金融取引の禁止、石炭、鉄、鉛、海産物
の禁輸といった措置が課されている。さらに、2017年に採択された決議
第2375号（9月）と決議第2397号（12月）により、ガソリンや軽油など
石油精製品の供給量に上限が設定され大幅に削減された13。

このような国連による制裁に加え、米国も北朝鮮に対する制裁を強化
してきた。2017年、トランプ政権は北朝鮮をテロ支援国家として再び認
定した。大統領令に基づき、米財務省は大量破壊兵器や弾道ミサイル開
発に関係する北朝鮮の金融機関や個人に対する制裁や、北朝鮮のマネー
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ロンダリングに関与した中国の丹東銀行との取引禁止、米国の管轄権下
にある北朝鮮政府高官の資産凍結などを発表した。

トランプ政権成立後の米朝関係は、当初は、2017年には、北朝鮮が大
陸間弾道ミサイル実験（7月4日、11月29日）や6回目となる核実験（9月
3日）を実施したことを背景に、米国による軍事力行使の可能性が危惧
される状況にまで悪化した。ところが、2018年に入ると北朝鮮の動きや
韓国・北朝鮮の関係改善を背景に緊張緩和へと動いた。

2018年3月上旬にワシントンを訪問した韓国特使団から米朝首脳会談
開催を求める北朝鮮の申し入れを伝達されたトランプ大統領は、金正恩
朝鮮労働党委員長との会談に合意した。6月12日、初めてとなる米朝首
脳会談がシンガポールにおいて開催された。同会談後には共同声明が発
出され、①緊張・敵対関係を乗り越えた新しい米朝関係を構築すること、
②朝鮮半島における永続的で安定した平和体制の構築に向けて取り組む
こと、③朝鮮半島の完全な非核化に向けて北朝鮮が取り組むこと、④朝
鮮戦争で戦死した米兵の遺骨引き渡しについて合意したことが示された。

その後2019年2月にはハノイで2回目の米朝首脳会談が開催された。し
かし、非核化に向けた取り組みと制裁解除の条件をめぐる両国間の隔た
りは大きく、トランプ大統領は途中で席を立ち物別れに終わった。米国
が制裁解除の条件として北朝鮮におけるすべての核兵器プログラムの放
棄を求めたのに対し、北朝鮮は、2016年および2017年に採択された安保
理制裁決議における特定の条項を解除することを条件に、寧辺の核施設
を解体するという立場を示したとされている。その後、6月30日、板門
店においてトランプ大統領と金委員長は再び会談を行ったが、非核化に
向けた具体的な合意には至らなかった。10月3日には、ストックホルム
において両国間の実務者協議が行われたが、進展はみられなかった。
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２　大国間競争時代における戦力態勢の模索	 ◢
（１）国家防衛戦略と戦力の能力・規模のリバランス

トランプ政権は、2018年1月に国防省が要約版を発表したNDSの中で、
中国およびロシアとの「長期的な戦略的競争」を最優先課題として位置
付け、いわゆる「ならず者国家」やテロリズムなどへの対応より優先さ
せることを明らかにした14。NDSはこの競争を進めていく上での柱として、
より高い破壊力を有する統合戦力の構築、同盟の強化および新たなパー
トナーの獲得、国防省改革によるパフォーマンスの向上および予算活用
の適正化を挙げているが、NDSの策定がトランプ政権下での「軍の再建」
の文脈から命じられていたことからも、ここでの核となるのは1つ目の
統合戦力の強化であろう。

統合戦力を強化していくにあたり、NDSではポスト冷戦期において
米軍が採用してきたアプローチを再考するとした。湾岸戦争やイラク戦
争にみられたように、1990年代から2000年代にかけての米国一極時代に
おいては、米国は必要な時と場所に大規模な兵力を展開し必要な方法で
作戦を実行することが可能であった。他方で、現在の大国間競争時代に
おいては、中国やロシアといった「大国」の軍事力が高度に近代化され
ているため、紛争において陸・海・空・宇宙・サイバーの全領域で米軍
の圧倒的な優位性を維持することは困難になりつつある。より高い破壊
力を有する戦力の構築が求められる背景には、こうした戦略的環境の変
化がある。

米国が国防の優先順位を「ならず者国家」への対応から「大国間競争」
へとシフトさせるのに伴い、主として「ならず者国家」との紛争を想定
したとされる冷戦後の戦力構想の変更も必要となる。米国は、国防省が
1993年に「ボトム・アップ・レビュー」を策定して以降、主にイラクや
北朝鮮などを念頭に同時期に生起する2つの大規模戦域戦争（2 MTW）
に対応し得る戦力構想に基づき戦力整備を進めてきた。2012年の「国防
戦略指針」では、国家主体による2つの攻撃に対して、打倒と拒否から
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成るいわゆる「1.5」MTW水準の戦力を構築するとされたものの、レオ
ン・パネッタ国防長官やアシュトン・カーター国防副長官らが従来の2 
MTWの考え方を継承していくことを示唆したことからも、一般的に2 
MTWの基本方針は2010年代後半まで20年以上維持されたと考えられて
いる15。これにより2 MTWを実現するための人員やアセットの量、すな
わち戦力の規模を確保することに関心が向けられ、戦力の能力への投資
は必ずしも優先されてこなかったのである16。

しかし、国防省は、バラク・オバマ政権期の2014年頃から中露に対
する通常抑止として第3のオフセット戦略を打ち出すなど、徐々に大国
間競争時代に適した米軍の能力の在り方を模索し始めた。そして2018
年のNDSでは「大国による侵略を打倒しつつその他の地域での機会主
義的な侵略を抑止する」能力を優先するとして2 MTWからの転換を戦
略文書で明確にした17。これに伴い、戦力の規模よりも能力の構築を優
先させていく考えも、ジェームズ・マティス国防長官により明らかに
された18。

強化すべき具体的な能力についてNDSでは、核戦力、宇宙・サイバー
能力、指揮・統制・通信・コンピュータ・情報収集・警戒監視・偵察

（C4ISR）、ミサイル防衛、統合打撃力、前方部隊の機動・抗たん性、自
律性システム、輸送システムの機動・強靭性の8分野が挙げられている。
総額7,183億ドル（前年度比4.9%増）に及んだFY2020国防予算要求では、
国防省が実際にこれら強化分野を重視しようとする姿勢が確認できる。
とりわけ、公開されている宇宙・サイバー分野のプログラムについては、
それぞれ141億ドル（前年度比19.5%増）、96億ドル（同12.9%増）が要
求されており、これらの能力分野への関心の高さがうかがえる19。また、
上記8つの強化分野のうちの最初の4分野（核、宇宙・サイバー、
C4ISR、ミサイル防衛）に関連する主要装備品調達に関しては、ミサイ
ル・弾薬（戦略ミサイルを含む）、宇宙システム、C4Iシステム（サイバー
能力を含む）、ミサイル防衛の各カテゴリーにおいて、FY2020の調達額
がFY2019の水準を軒並み維持ないし上回っており、オバマ政権下の
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FY2016国防予算との比較においてはさらに大幅な伸率が見てとれる（表
6-1）。

表6-1　�オバマ政権およびトランプ政権下の国防予算要求における主要
装備システム調達額の比較（単位：億ドル、名目値）

オバマ政権 トランプ政権

装備システム FY2016 FY2019 FY2020 対FY2016
伸率

ミサイル・弾薬 119 207 216 +81.5%

戦略ミサイル 24 33 35 +45.8%

宇宙システム 71 93 119 +67.6%

C4Iシステム 74 100 102 +37.8%

サイバー能力 n/a 26 28 n/a

ミサイル防衛 88 120 116 +31.8%

（出所）2016、2019および2020各年度版のOffice of the Under Secretary of Defense 
(Comptroller)/CFO, Program Acquisition Cost by Weapon Systemより執筆者作成。

これらに加えて、近年その有用性が広く認識されているスタンド・オ
フ・ミサイルの整備も着実に進められている。国防次官補代理（戦略・
戦力開発担当）としてNDSの策定を担当したエルブリッジ・コルビーは、
2019年1月の上院軍事委員会の公聴会で、延伸型統合空対地スタンド・
オフ・ミサイル（JASSM-ER）や長射程空対艦ミサイル（LRASM）な
どの具体的な装備名を挙げ、実効的な戦力を整備するためには、これら
の装備品が必要不可欠であると主張した20。国防省は、これら2種類のミ
サイルについては同じ製造ラインにおいて最大稼働率で生産するとし、
厳しい戦略環境下で求められる能力を可能な限り早期に獲得していく考
えを示している21。

他方、限りある予算の枠内でNDSを実行していくためには、各軍種
における能力と規模のバランスにも注意を払う必要がある。このことは、
トランプ大統領が就任以来掲げてきた「軍の再建」が多くの場面で戦力



第6章　米国

175

の量的な増強を意味していたことからも重要であろう。とりわけ、オバ
マ政権下での緊縮財政の影響により44万～45万人までの現役兵力削減が
計画されていた陸軍は、トランプ政権における戦力規模拡大の方針の恩
恵を最も強く受けた軍種の1つである。

陸軍は現役兵力に関して、FY2018に47万6,000人、FY2019には48万
7,500人を要求し、FY2019予算案では将来年度国防プログラム（FYDP）
としてFY2023までに49万5,500人規模とする計画を提示した。これまで
のこうした増勢は、中東地域などで陸軍の作戦テンポが兵力規模を上回
るペースとなり、十分な即応態勢の維持が困難であったことが背景にあ
る。しかしながら、中露との戦略的競争を優先させるNDSとの整合性
の観点からすると、単純な規模の拡大よりも近代化を含む能力強化が優
先されることになる。

その意味で、FY2020予算案は陸軍がNDSの方向性に向かいつつある
ことを示している。FY2020予算要求の説明を行ったライアン・マッカー
シー陸軍次官によれば、FY2024までに陸軍の装備品全体における近代
化システムの割合を従来までの20%から今後50%まで改善するよう取り
組んでいるという22。陸軍は2017年、特に注力すべき6分野を示した「米
陸軍近代化優先分野」の中で、長距離精密火力（LRPF）を最上位に位
置付けた。FY2020予算要求においてLRPFの研究・開発・試験・評価

（RDT&E）費用として1億6,420万ドル（前年度比3%増）が盛り込まれ、
FY2024までのFYDPとして総額8億4,870万ドルが要求されたことは、
こうした方針を反映したものであろう。

加えて、陸軍のFY2020予算要求では指揮所、補給拠点、飛行場など
を防護するための戦術レベルの航空・ミサイル防衛能力も重視されてい
る。特に、RDT&Eとして2億6,210万ドルを要求した機動型短距離防空
ミサイル（M-SHORAD）と4億2,780万ドルの下層航空・ミサイル防衛
センサー（LTAMDS）は、前年度予算案と比べてそれぞれ2倍強、4倍
弱の増額要求となった。また、陸軍はFY2023までに間接火力防護能力

（IFPC）を運用可能にするとしているが、その間も防空能力を維持して
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いくための暫定措置として、イスラエルの防空システム、アイアン・ドー
ムの購入が予算要求に組み込まれた。元来IFPCはロケット・火砲・迫
撃砲（RAM）から無人機（UAS）、巡航ミサイルに至る広範囲な経空
脅威への対応能力を備えるものであるが、固定および回転翼機、UAS、
RAMを中心に対処するM-SHORADなどの能力が強化されることにより、
IFPCは巡航ミサイルなどのよりハイエンドな脅威に注力することが可
能になるとの見方もある。

陸軍のFY2020予算案のもう1つの特徴として、戦力規模の拡大に減
速がみられたことが挙げられる。当該予算で要求された現役兵力は48万
人で、前年度要求と比べて7,500人の減少となった。また、FY2024まで
のFYDPでは目標定員数を48万8,000人とし、FY2019予算で示された
FY2023の定員（49万5,500人）よりも低く設定された。こうした変化に
ついては陸軍内部における近代化重視の兆候として肯定的にとらえる向
きもあるが、実際にこれが能力重視の考え方から来されたものかについ
ては議論の余地を残している。

事実、陸軍は兵力拡大のペースが鈍化した理由について、財政上の問

表6-2　米陸軍の近代化優先分野とその具体例
近代化分野 具体例

長距離精密火力 戦略火力、精密打撃ミサイル、延伸射程火砲

次世代戦闘車両
無人・有人両用戦闘車両、多用途装甲車両、機動防護火力、ロボティッ
ク戦闘車両

将来型垂直離着陸機
将来型攻撃偵察機、将来型長距離攻撃機、将来型無人航空機、モジュラー・
オープン・システム・アーキテクチャ

ネットワーク
ユニファイド・ネットワーク、指揮所共通環境、統合型相互運用性・有
志アクセス、指揮所の機動性・残存性

航空・ミサイル防衛 陸軍統合防空ミサイル防衛、M-SHORAD、IFPC、LTAMDS

兵士能力
次世代自動小銃、次世代ライフル、改良型暗視ゴーグル、統合視覚拡張
型システム

（出所）U.S. Army, 2019 Army Modernization Strategy: Investing in the Future, October 
2019, p. 7 より執筆者作成。
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題と低失業率などによる採用環境の悪化を挙げている。特に後者に関し
ては、病気や怪我、収監などの理由により1年以上派遣されなかった者
を除隊とするディプロイヤビリティー政策が2018年10月から新たに米軍
で導入されたことにより、採用水準を保ちながら定員数を維持・確保す
ることが難しくなっているとの指摘もある。

陸軍では、兵士の退役や除隊が重なると同時に採用基準を満たす応募
者数が大幅に定員割れしたことにより、FY2019予算案で示した現役48
万7,500人の達成が困難となり、3月のFY2020予算要求公表時点での定
員数の見積もりは47万8,000人に下方修正されている。従って、陸軍の
定員増加ペースの鈍化については、米軍が直面している厳しい採用状況
に鑑み目標の定員数を現実的な規模に調整したとの見方も可能であり、
陸軍における能力と規模のバランスについては今後も注視が必要とな
ろう。

戦力のバランスの観点からは、海軍の体制も重要な争点の1つに挙げ
られる。海軍は2016年12月に公表した戦力組成評価（FSA）の中で目
標艦艇数をそれまでの308隻から355隻へと引き上げ、以降この355隻体
制が海軍増勢の指標となった。しかしながら、その達成時期の見通しに
ついては海軍内でも変遷してきた。2017年には艦隊建造加速化計画が策
定されて、建造ペースの加速と併せて艦艇の就役期間延長を実施するこ
とで2030年までには達成するとも報じられていたが、2018年2月に海軍
から議会に提出された30年艦艇建造計画（FY2019～FY2048）では、
355隻の到達は2050年代前半と目されていた。そして2019年3月に発表さ
れた30年艦艇建造計画（FY2020～FY2049）は、前年度計画よりも約20
年前倒しとなる2034年までに355隻体制が達成されるとの見通しを示
した23。

ただし、海軍の新たな建造計画には課題もみられる。FY2020計画では、
355隻体制が達成されて以降も、攻撃型潜水艦などを含め2016年版FSA
で示された各艦艇の目標数に到達しない艦種が存在することが見込まれ
ている。また、FY2020の建造計画では、FY2019の計画と比べて355隻
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体制の達成時期が20年ほど早まっているにもかかわらず、30年間の計画
艦艇建造隻数自体はFY2019計画で301隻、FY2020計画で304隻と両計画
間で3隻の微増にとどまっている。

FY2020建造計画で艦艇規模拡大が大幅に加速した主たる要因は、特
定の艦艇、とりわけアーレイバーク級の全駆逐艦の就役期間が通常の35
～40年から45年へと延長されたことにある。これは、艦艇の総数の維持・
拡大に大きく貢献する一方で、戦力の近代化を必ずしも促進させるもの
ではない。このように、トランプ政権下において海軍は、目標艦艇数を
目的化させてその早期達成を重視し、戦力規模の拡大に注力してきた。
こうした増勢を維持しつつも大国間競争に適した能力整備をいかに推し
進めていくかは今後の課題であろう。

そうした中、海軍では2016年版FSAの見直しも進められている（12
月末現在）。その見直しの中心的要素の1つとして考えられているのが、
水上艦に関する編成計画の修正である。2016年版FSAでは、巡洋艦や
駆逐艦などの大型水上戦闘艦（LSC）と、沿海域戦闘艦やフリゲートを
含む小型水上戦闘艦（SSC）の割合を2（104隻）対1（52隻）とする一
方で、無人水上艦の導入には言及していなかった。今回のFSA見直し
では小型艦がより重視されこの割合が逆転して1（LSC）対2（SSC）と
なり、かつ多数の大型・中型無人水上艦の調達が計画に組み込まれると
考えられている24。

この背後にある論拠として、既存の編成に係る費用を下回るコストで、
特に西太平洋地域における水上戦闘任務の効果を最大化させ得るといっ
た点が挙げられる。少数の高単価なLSCを運用するのではなく、比較
的低価格のSSCをより多く展開させることにより、例えば、敵の目標
捕捉・識別・追跡プロセスを複雑化させること、1隻の被害が水上部隊
全体の能力に与え得る影響を極限すること、有事の際によりリスクの高
い海域に（無人）水上艦を展開させることなどが可能になると見られて
いる。トランプ政権下で策定された一連の戦略文書に基づき海軍が
FSAを更新することで、今後は艦艇規模の趨勢とともに戦力の最適な
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混成についても重要な論点として注目される。
このように、トランプ政権では米軍戦力の質的な能力強化に向けた努

力が見られる。これらに加えて、2019年12月にトランプ大統領が
FY2020国防授権法に署名し、陸・海・空軍・海兵隊・沿岸警備隊に続
く6番目の軍種となる宇宙軍が創設されたことも、変質する脅威の在り
方に対応しようとする政権の意図を少なからず反映させたものであろう。
他方で、トランプ政権ではもう1つの重要なプロジェクトとして戦力規
模の回復ないし拡大にも取り組んでいる。財政的な制約が存在する中で、
戦力規模の拡大と、戦力の近代化との間にあるトレードオフの問題をい
かに着地させるのか、今後の展開には引き続き注視が必要である。

（２）より実効的な前方戦力構築の取り組み
総合的に米軍の能力を強化して効果的な抑止力や対処力を保つために

は、戦力の近代化や量的増強のみならず、戦略環境に応じた部隊の配置、
訓練、運用なども重要な要素となる。西太平洋に展開する米軍戦力は地
域の抑止と対処に関する重要な役割を担うが、他方でこの前方戦力が直
面しつつあるジレンマも米政府内外で指摘されている25。すなわち、冷
戦以降も地域での紛争抑止とコミットメントの象徴として米軍の目に見
える前方プレゼンスが引き続き死活的な重要性を持つ一方、中国のいわ
ゆる接近阻止・領域拒否（A2/AD）システムにより、とりわけ九州か
ら沖縄、台湾、フィリピン、ボルネオ島（カリマンタン島）に至る第1
列島線内において基地・港湾施設や水上艦艇などの軍事アセットが脅威
に晒される可能性である。視認性・脆弱性のジレンマとも呼ばれるこの
問題は、米軍の前方戦力の在り方を考える上で無視できない課題となっ
ている。

最も、NSSで好ましい勢力均衡の維持や紛争の抑止および対処のため
に前方軍事プレゼンスを維持していくとし、NDSで大国間競争の台頭
に伴い前方展開戦力の運用と態勢を強化していくとするなど、トランプ
政権は前方軍事プレゼンスを維持しつつその戦力の質を向上させる方針
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を明文化している。NDSでは、より具体的な運用に関するコンセプト
として、戦力運用の柔軟性と予測困難性を高めるための動的戦力運用や、
戦力態勢の在り方に係る4つの層（接触・鈍化・増派・本土）から成る
グローバル運用モデルなどを提示している。

表6-3が示すとおり、前方戦力は平時における競争および抑止から有
事における実際の対処に至るまで主要な役割を担う。つまり、単に象徴
的な「プレゼンスのためのプレゼンス」（コルビー元国防次官補代理）
ではなく、前方の基地施設やそのほかの軍事アセットが有事の際に激し
い戦闘環境下に置かれることを前提とし、それでもなお迅速に展開しな
がら敵の軍事行動を拒否し得る前方での態勢が必要とされているので
ある26。

敵戦力に対する前方からの拒否という点で、近年存在感を示している
のが陸軍である。特に、同軍が中心となって検証と改定を重ねている「マ
ルチドメイン作戦」（MDO）は、将来の戦略環境に対応するための最も
重要な構想の1つと考えられている。MDOとは、主にロシア・中国に
対し有利な立場で競争しながら軍事エスカレーションを抑止し、紛争に
際してはマルチドメイン、すなわち陸・海・空・宇宙・サイバー・電磁
スペクトルをまたがる複数領域でほぼ同時に作戦を実施して、米国に多
様な選択肢を提供するとともに敵の作戦上あるいは戦術上のジレンマを
創出しようとする構想である27。

陸軍では2028年までにMDOを具現化するとしている。2017年には、
その第1段階として高機動ロケット砲システム（HIMARS）を擁する第
17砲兵旅団を中心としたマルチドメイン・タスクフォース（MDTF）
を導入し、構想で必要となる具体的な要素を太平洋地域において検証し
ている。ロバート・ブラウン米太平洋陸軍司令官によれば、これまでの
演習やウォーゲームでは、A2/ADの多層的な防衛網を打ち破るのは困
難であったが、MDTFはこの点でより大きな成功を収めているとい
う28。今後は欧州で最初の、インド太平洋では2つ目となるMDTFを追加
的に導入することも計画されている。
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MDTFはとりわけ地対艦ミサイル運用の検証に関してすでに大きな
役割を果たしている。2018年の環太平洋合同演習（RIMPAC）では
HIMARSを用いて陸上自衛隊などと共同で艦艇撃沈実動演習（SINKEX）
を、2019年9月の日米共同実動訓練オリエント・シールドでもやはり
HIMARSを使用した地対艦ミサイル訓練などを実施して、MDTFの即
応性のみならず共同作戦におけるパートナー諸国との相互運用性を高め
る努力を進めている。

HIMARSを含む地上発射型ミサイルの作戦上の利点として、特に移
動式ランチャーを用いた場合の残存性の高さや、敵の海上ないし陸上重
要アセットに対する戦域内からの打撃といった反応力の高さなどが挙げ

表6-3　グローバル運用モデルの4つの層
層［対応部隊］ 主な役割 備考

接触層
［前方部隊］

・	 同盟諸国との共同による「グレー
ゾーン」事態への対応

・	 武力紛争未満の競争空間における国
益の確保

・	 競争から紛争へエスカレートした場
合は鈍化層として敵の作戦行動を遅
延・弱体化・拒否

鈍化層
［前方部隊］

・	 既成事実化の阻止
・	 主力部隊来援までの耐久
・	 敵の作戦行動を遅延・弱体化・拒否

・	 遠方からの打撃と前方の展開・戦闘
部隊により敵の作戦行動を「鈍化」

・	 強靭で分散された基地態勢および各
基地での十分な兵站備蓄と指揮統制
ネットワークが必須

増派層
［本土部隊・
他地域の部隊］

・	 主力部隊（war-winning force）
の派遣・展開

・	 エスカレーションの管理
・	 好ましい条件での紛争終結

・	 鈍化層での作戦上および政治的な優
位性の創出が前提

・	 派遣・展開中の激しい戦闘を想定
・	 A2/AD圏突破のための指揮統制、
火砲、機動力、兵站能力などが必須

本土層
［本土部隊］

・	 米国本土に対する攻撃の抑止・打破 ・	 前方での作戦およびエスカレーショ
ン管理との整合性を維持

（出所）DOD, Summary of the 2018 National Defense Strategy of the United States: 
Sharpening the American Military’s Competitive Edge, January 2018, p. 7; 
Elbridge A. Colby, “Testimony Before the Senate Armed Services Committee,” p. 6; 
Robert B. Neller, “Statement of General Robert B. Neller Commandant of the 
Marine Corps as Delivered to Congressional Defense Committees on the Posture 
of the United States Marine Corps,” April 20, 2018, pp. 2-3 より執筆者作成。
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られる。陸上戦力を第1列島線上に配置して敵の作戦行動を陸からも拒
否するという構想は対A2/ADをめぐる議論の主流になりつつあるが、
MDTFの取り組みはまさにこうした考え方を体現しているといえる。

同時に、MDTFではいわゆる「新たな領域」に関する能力強化にも
取り組んでいる。中でも2019年1月に発足した米陸軍の諜報・情報・サ
イバー・電子戦・宇宙（I2CEWS）大隊は、第17砲兵旅団とともに
MDTFの主要コンポーネントとなる。I2CEWS大隊は諜報、情報戦、
サイバー・電子戦、宇宙・シグナルの各分野をそれぞれ専門とする4つ
の中隊から構成されており、紛争時のみならず競争段階においても情報
の優位性を確保するというMDOの考え方を反映している。砲兵部隊と
の関連で言えば、長射程センシング部門が部隊火力の精密誘導を可能と
し、火砲や対空・ミサイル防衛能力を支援する。これによりターゲティ
ングからシューティングに係る手順のうち、タスクフォースが単独で実
行可能となる領域は大幅に広がる。なお、オリエント・シールド2019の
枠組みの中で実施されたサイバー・ブリッツ2019では、MDTF が
I2CEWS任務を実行する上で必要な手段や能力などを初めて実践的に検
証している。こうしたことからも、MDTFの活動は今後のMDOの進展
度合いを確認する上での重要な指標を提供することとなろう。

MDOに関しては、空軍も積極的に関与していく動きをみせている。
デービッド・ゴールドフィン空軍参謀総長は、MDOを「近代戦の在り
方を一変させる」構想として評価し29、任期中の最優先分野の1つにマル
チドメイン指揮統制（MDC2）を挙げ、複数領域をまたがる状況把握能
力、意思決定の速度、戦力運用を高めていく方針を示している。空軍で
はMDC2に関する今後の取り組みについて、作戦構想の検討、先進技術
の導入、訓練・教育を3本柱としているが、2017年に革新的な先進技術
の活用を検討する「影の作戦センター」をネバダ州のネリス空軍基地に
設置し、2019年には専門人材を養成するための専門職域「13オスカー」
を始動させるなど、MDC2の取り組みは検討の段階から実践段階へと移
行している。
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また、陸軍訓練教義コマンド（TRADOC）のデービッド・パーキン
ス司令官と空軍航空戦闘団（ACC）のジェームズ・ホームズ司令官は
2018年の共著での論考の中で、過去30年間、各軍種が別個に作戦構想を
検討してきたことを認めつつ、今後はマルチドメイン能力を創出するた
めにTRADOCとACCで連携しながら双方が持つ構想と能力を調和さ
せていく考えを明らかにした30。空軍内および軍種間でのこれらの進展は、
作戦の修正や問題点の発見のみならず、各軍に内在する縦割りの文化を
変えるためのシグナルとしても重要な意味を持つとみられている。

他方で、空軍と陸軍はこれまでも作戦上の具体的な連携をみせてきた。
その1つが2010年代を通して主に陸・空軍間で実施している「HIMARS
急速侵入」（HI-RAIN）である。HI-RAINは、輸送機でHIMARSを前
線まで運び素早く展開させることでこのシステムの打撃範囲をさらに延
伸させようとするもので、通常は1～2基のHIMARSとその運用に必要
な人員、指揮統制車両などをC-17またはC-130輸送機に搭載する31。2019
年の米豪共同演習タリスマン・セーバーでは、HI-RAINを実施するに
あたり、海兵隊のHIMARS部隊が空軍のMC-130J輸送機に、陸軍の
MDTF が海兵隊の KC-130J にそれぞれ
HIMARSを搭載して輸送・展開訓練を実
施するとともに、豪軍の指揮統制下で実
射訓練を行うなど、構想における連携の
幅は拡大している。

ただし、戦域内への航空輸送を伴う
HI-RAINを紛争下で実行するには航空優
勢が不可欠であるが、そもそも戦略的競
争時代においては航空優勢の確保は容易
ではない。従って、この構想が競争から
紛争のどの段階での実行を想定している
のか、あるいは対空脅威をどのように克
服しようとしているのか、今後の論点と

タリスマン・セーバー2019での実
射訓練（U.S. Army Pacific Public 
Affairs Office Photo by Senior 
Airman Ashley Maldonado-Suarez）
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して注目する必要があろう。
さらに空軍は、激しい戦闘環境下で継続的に航空機を運用するための

取り組みも進めている。中でも「機敏な戦闘運用」（ACE）は空軍が注
力している構想の1つである。これは、複数の戦闘機とそれに必要な最
低限の整備資機材および人員を搭載した輸送機をパッケージで運用する
もので、劣悪な基地環境下における迅速な補給・整備の遂行を目的とす
る。ACEは、米空軍がF-22戦闘機の運用構想として2013年に打ち出し
た「ラピッド・ラプター」の基本的な考え方を踏襲しているが、その一
方、近年ではF-15やF-16などF-22以外の戦闘機の運用も検証されており、
また、米空軍が同盟・パートナー諸国に対してACEに関する意見交換
や説明会の場を設けるなど有志国との連携にも着手し始めており、従来
の構想からの発展もみられる。

米空軍は2019年においても多様な観点からこの構想を検証している。
4月には、太平洋地域の主要基地からグアムのアンダーセン空軍基地に
集結したF-22、F-15、F-16などの戦闘機、C-130、C-17といった輸送機
がミクロネシア各地へ展開する分散演習を実施した。この演習では即応
性の向上のみならず、ミクロネシア各国とのパートナーシップの強化と
いったより戦略的な効果も期待されている。また、8月のアラスカでの
演習レッドフラッグでは、整備員4人でF-15戦闘機2機の弾薬・燃料補
給を1時間以内に完了させる訓練も実施している。基地施設への攻撃に
より航空機が発着不能になることはA2/AD環境下で想定され得る最悪
のシナリオの1つであるが、米空軍がこうした訓練を通じて作戦上のリ
スクを低減させようとしている点は特筆すべきであろう。

米軍では陸の前方拠点を海から迅速に確保および維持するという「遠
征前衛基地作戦」（EABO）にも取り組んでいる。これは海兵隊が検討
している構想で、一時的に確保した前方の陸上拠点にセンサー、ミサイ
ルなどを配備して、海上の友軍戦力を支援および補完し、戦略的な主導
権を握ることを目的としている。この構想により、周辺海域へのアクセ
スが陸から拒否されるリスクを相手側に課することが可能になると考え
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られている32。EABOは、沿海域での作戦に関して海軍の「海洋分散作戦」
（DMO）構想と相互補完関係にあり、今後は海上と陸上の感知・攻撃能
力のネットワーク化が急務とされている。

このように、太平洋地域では各軍種でA2/ADを念頭に置いたコンセ
プトの検証が進められている。中でも、上述のような訓練や演習で、米
軍の前方戦力の即応性のみならず、地域諸国との相互運用性やパートナー
シップを強化・拡大しようとしている点は、インド太平洋地域でのプレ
ゼンスを維持しつつ、より実効的な戦力態勢を構築するとしている米国
の方針とも完全に合致するものである。その一方、米軍には現時点で陸・
海・空での統一した作戦構想はなく、各軍種の構想が統合軍の作戦コン
セプトとしていかに発展していくのか注目される。また、上述の作戦構
想の多くは前線への展開、すなわち米国の同盟・パートナー国の領土内
への展開を視野に入れている可能性もある。こうしたことからも、地域
諸国にある基地施設へのアクセスの合意などを含め、平時からの協力関
係が重要になることはいうまでもない。
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